
第４３号議案 

 

 

 

令和７年度 

 

大村市工業用水道事業会計予算 

 





令和７年度大村市工業用水道事業会計予算 

（総 則） 

第１条 令和７年度大村市工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水事業所数 ４事業所 

（２）年間総給水量 ３，９３１，０５０㎥ 

（３）一日平均給水量 １０，７７０㎥ 

（４）主要な建設改良事業

水源等更新事業 ７９，１００千円 

水源開発事業 ３０９，０２０千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入 

第１款 工業用水道事業収益 ３０７，３６０千円 

第１項 営業収益 １９４，５８５千円 

第２項 営業外収益 １１２，７７２千円 

第３項 特別利益 ３千円 

支 出 

第 1款 工業用水道事業費用 ３３０，４７８千円 

第１項 営業費用 ３００，０７１千円 

第２項 営業外費用 ２９，４０４千円 

第３項 特別損失 ３千円 

第４項 予備費 １，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額７，８４０千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額

７，８４０千円で補塡するものとする。）。 
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               収 入 

第１款 資本的収入  ４５５，７２６千円 

第１項 企業債                ３８８，１００千円 

第２項 補助金 ６７，６２５千円 

第３項 固定資産売却代金                 １千円 

               支 出 

第１款 資本的支出 ４６３，５６６千円 

第１項 建設改良費 ３９３，９４０千円 

第２項 企業債償還金 ６７，６２６千円 

第３項 予備費 ２，０００千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定め

る。 

事  項 期  間 限 度 額 

工業用水道上内田水源ポンプ場建設事業 令和８年度 １９６，６００千円  

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

工 業 用 水 道 

整 備 事 業 

千円 

 

 

 

 

３８８，１００ 証書借入 

 

年利 5.0％以内 

 

ただし、利率

見直し方式で借

入れる資金につ

いて、利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率 

政府資金又は地方公共

団体金融機構資金につい

ては、その貸付条件によ

る。その他の資金につい

ては貸付先と協議して定

める。 

ただし、企業財政その

他の都合により、据置期

間及び償還期限を短縮

し、若しくは繰上償還又

は低利債に借換えするこ

とができる。 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

（１）職員給与費 １８，９３７千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 工業用水道事業における企業債元利償還等に要する経費の一部に充てるた

め、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、９７，４８１千円である。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。 

 

 

令和７年２月２０日提出 

大村市長  園 田  裕 史 
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予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 工業用水道 307,360

事 業 収 益 1 営 業 収 益 194,585

1 給 水 収 益 194,585

2 営 業 外 収 益 112,772

1 受取利息及び配当金 250

2 他 会 計 補 助 金 29,856
工業用水道建設事業に伴う
企業債利子償還補助金ほか

3 長 期 前 受 金 戻 入 52,611

4 雑 収 益 55

5 消 費 税 及 び

地 方 消 費 税 還 付 金

3 特 別 利 益 3

1 固 定 資 産 売 却 益 1

2 過 年 度 損 益 修 正 益 1

3 そ の 他 特 別 利 益 1

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 工業用水道 330,478

事 業 費 用 1 営 業 費 用 300,071

1 取 水 及 び 送 水 費 174,499

2 業 務 及 び 総 係 費 11,395

3 減 価 償 却 費 106,042

4 資 産 減 耗 費 8,135

2 営 業 外 費 用 29,404

1 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

2 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 3

1 固 定 資 産 売 却 損 1

2 過 年 度 損 益 修 正 損 1

3 そ の 他 特 別 損 失 1

4 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

29,403 企業債等の支払利息

30,000 消費税及び地方消費税還付分

支　　   出

款 項 目

令和７年度大村市工業用水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　   入

款 項 目
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予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的収入 455,726

1 企　　 業　　 債 388,100

1 企 　　業　 　債 388,100
工業用水道上内田水源ポンプ
場建設事業ほか

2 補 助 金 67,625

1 他 会 計 補 助 金 67,625
工業用水道建設事業に伴う
企業債元金償還補助金

3 固定資産売却代金 1

1 固定資産売却代金 1

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的支出 463,566

1 建 設 改 良 費 393,940

1 建 設 改 良 費 388,940
工業用水道上内田水源ポンプ
場建設事業ほか

2 固 定 資 産 購 入 費 5,000

2 企 業 債 償 還 金 67,626

1 企 業 債 償 還 金 67,626 企業債の元金償還

3 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

款 項 目

資本的収入及び支出

収　　   入

款 項 目

支　　   出
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1

退職給付費

（千円）

1,379

1,379

1,477

1,477

△ 98

△ 98

ア　会計年度任用職員以外の職員

退職給付費

（千円）

1,379

1,379

1,477

1,477

△ 98

△ 98

総　　括

区　　　　　　　　分

職   員   数 給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員

（人） （人）（千円）（千円）（千円） （千円）

給 与 費 明 細 書

2,739 18,937

資本勘定支弁職員

2 8,082 6,737 16,198

合　　　　　　計 2 8,082 6,737 16,198 2,739 18,937

前
年
度

損益勘定支弁職員 2 7,752 6,140 15,369 2,697 18,066

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計 2 7,752 6,140 15,369 2,697 18,066

597 829 42 871

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 330

合　　　　　　計 330 597 829 42 871

手
当
の
内
訳

区 分

扶 養 住 居 通 勤 時間外 管理職 期末勤勉

比
　
較

本年度

前年度 2,537 3,255

201比較 396

手 当 手 当 手 当 勤務手当 手 当 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

300 48 2,933 3,456

300 48

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

区　　　　　　　　分

職   員   数 給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人）（千円）（千円）（千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 2 8,082 6,737 16,198 2,739

合　　　　　　計 2 8,082 6,737 16,198 2,739

18,937

資本勘定支弁職員

2,697 18,066

18,937

6,140 15,369 2,697 18,066

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 2 7,752

比
　
較

損益勘定支弁職員 330 597 829

前
年
度

合　　　　　　計 330 597 829

合　　　　　　計 2 7,752 6,140 15,369

42 871

資本勘定支弁職員

42 871

管理職 期末勤勉

手 当 手 当 手 当 勤務手当 手 当 手 当

3,456

区 分

扶 養 住 居 通 勤 時間外

（千円） （千円） （千円） （千円）

備考　（　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きする。

3,255

比較 396 201

前年度 300 48 2,537

手
当
の
内
訳

（千円） （千円）

本年度 300 48 2,933
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イ　会計年度任用職員

退職給付費

（千円）

２ 　給料及び手当の増減額の明細

３

(1) 職員１人当たり給与 (2) 初任給

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）
220,000 220,000

188,000 188,000

一般会計の制度

行政職（円）
企業職（円）

 異動等による

区　　　　　　　　分

職   員   数 給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

合　　　　　　計

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員

（人） （人） （千円）（千円） （千円） （千円）

資本勘定支弁職員

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

資本勘定支弁職員
比
　
較

損益勘定支弁職員

合　　　　　　計

手 当 手 当

（千円） （千円）

通 勤 期 末

手
当
の
内
訳

区 分

本年度

比較

前年度

　給料及び手当の状況

284

昇給に伴う増加分 74

その他の増減分

その他の増減分 597

備考　（　　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きする。

区　分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳（千円） 説　明 備　考

330

 異動等による

 定昇率0.95％

△ 28

手　当 597
制度改正に伴う増加分 0

給　料

給与改定に伴う増加分

区　　　　　　分

令和６年
１２月１日現在

令和５年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 312,250

平 均 給 与 月 額 341,840
大学卒

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

324,800

393,613

43.5

平 均 年 齢 43.5

本
年
度

高校卒

企 業 職

区 分
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(3) 級別職員数（かっこ書きは再任用職員）

50.0

50.0

100.0

（級別の基準となる職務）

(4) 昇給

(5) 期末手当・勤勉手当（かっこ書きは再任用職員）

(6) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(7) その他の手当

定年前早期
退職者特例措置
2％～45％加算

通 勤 手 当 同　　　　　じ

区　　　　　　　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶 養 手 当 同　　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　　じ

一 般 会 計 の
制 度
（ 支 給 率 等 ）

定年前早期
退職者特例措置
2％～45％加算

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709支 給 率 等

有2.300 (1.200) 2.300 (1.200)

区　分
20 年 勤 続 25 年 勤 続 35 年 勤 続 最 高 限 度 額 そ の 他 の

備　考
の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) （月分） 加 算 措 置 等

(2.40)一般会計の制度 4.60

有

前年度 4.50

本年度 4.60

有2.250 (1.175) 2.250 (1.175)

2.300 (1.200) 2.300 (1.200) (2.40)

(2.35)

区 分
支給期別支給率 支給率計 職 制 上 の 段 階 、

職 務 の 級 等 に よる
加 算 措 置

備　考
６月(月分) １２月(月分) （月分）

８号給 （人）

比率（Ｂ）／（Ａ）（％） 50.0% 100.0%

６号給 （人）

昇給に係る職員数（Ｂ）(人） 1 2

号給数別内訳

２号給 （人）

４号給 （人）

区　　　分
本　年　度 前　年　度

企　業　職 企　業　職

職員数（Ａ）（人） 2 2

1 2

３号給 （人）

計 2 100.0 計 2

企　　　業　　　職

７級 　部長の職務 ３級 　主査の職務

６級 　課長の職務 ２級 　相当の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

５級 　課長補佐の職務 １級 　定型的な業務を行う職務

４級
　１　係長の職務
　２　主任の職務

２級 ２級 1

１級 １級

５級

４級 1 50.0 ４級 1

３級 1 50.0 ３級

令和６年
１２月１日現在

７級

令和５年
１２月１日現在

７級

区　分 職員の級 職員数(人) 構成比(％) 区　分 職員の級

６級 ６級

職員数(人) 構成比(％)

５級

- 10 -



債務負担行為に関する調書

期　間 金　額 期　間 金　額 企 業 債
自 己
資 金

千円 千円 千円 千円 千円

大村市水道施設等運転管
理業務委託

110,900
令和4年度から
令和6年度まで

65,934
令和7年度から
令和8年度まで

44,966 － 44,966

大村市水道施設等運転管
理業務委託（その２）

4,521 令和6年度 1,264
令和7年度から
令和8年度まで

3,257 － 3,257

工業用水道中央監視制御
設備更新事業

451,700 － －
令和7年度から
令和8年度まで

451,700 451,700 －

工業用水道上内田水源ポ
ンプ場建設事業

196,600 － － 令和8年度 196,600 196,600 －

当該年度以降の支払義務発生
予定額

事　　項 限度額

前年度末までの支払義務発生
（見込）額

左の財源内訳
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千円

1 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益(△は損失） △ 55,767
減価償却費 106,042
固定資産除却費 8,135
退職給付引当金の増減額（△は減少） 0
賞与引当金の増減額（△は減少） 68
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 10
長期前受金戻入額 △ 52,611
受取利息及び配当金 △ 250
支払利息 29,403
有形固定資産売却損益（△は益） 0
未収金の増減額（△は増加） △ 34,365
未払金の増減額（△は減少） △ 4,707
たな卸資産の増減額（△は増加） 1
前払金の増減額（△は増加） 0
預り金の増減額（△は減少） 0
小計 △ 4,041
利息及び配当金の受取額 250
利息の支払額 △ 29,403
業務活動によるキャッシュ・フロー △ 33,194

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 360,132
有形固定資産の売却による収入 1
無形固定資産の取得による支出 0
無形固定資産の売却による収入 0
県補助金による収入 0
一般会計からの繰入金による収入 64,630
負担金による収入 0
寄附金による収入 0
その他投資による支出 0
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 295,501

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 388,100
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 67,626
その他の企業債による収入 0
その他の企業債の償還による支出 0
財務活動によるキャッシュ・フロー 320,474

0
資金増加額（又は減少額） △ 8,221
資金期首残高 449,722
資金期末残高 441,501

令和７年度大村市工業用水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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資　　　産　　　の　　　部　

1 円 円 円 円

(1)

ｲ 182,981,385

ﾛ 184,286,709

△ 122,911,344 61,375,365

ﾊ 2,917,975,692

△ 1,466,820,129 1,451,155,563

ﾆ 1,515,215,581

△ 966,353,354 548,862,227

ﾎ 0

0 0

ﾍ 310,000

△ 294,500 15,500

ﾄ 3,040,900

△ 1,192,155 1,848,745

ﾁ 830,137,000

3,076,375,785

(2)

ｲ 2,750,000

2,750,000

3,079,125,785

2

(1) 441,501,494

(2) 117,853,354

(3) 0

(4) 2,616,291

(5) 0

561,971,139

3,641,096,924資 産 合 計

未 収 金

保 管 有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品

流 動 資 産

現 金 預 金

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

令和７年度大村市工業用水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和８年３月３１日） 

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

船 舶
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負　　　債　　　の　　　部　

3

(1)

ｲ 2,349,554,524

2,349,554,524

(2)

ｲ 14,171,360

14,171,360

2,363,725,884

4

(1) 0

(2)

ｲ 67,623,904

企 業 債 合 計 67,623,904

(3) 8,571,080

(4)

ｲ 1,129,000

ﾛ 228,000

1,357,000

(5) 3,264,369

(6) 0

80,816,353

5

(1) 2,289,145,911

(2) △ 1,154,512,841

1,134,633,070
3,579,175,307

資　　　本　　　の　　　部　

6 20,000,000

7

(1)

ｲ 156,486,959

ﾛ 60,335,231

ﾊ 367,797,362

ﾆ 5,802,239

ﾎ 2,756,117

593,177,908

(2)

ｲ 551,256,291

551,256,291

41,921,617

61,921,617
3,641,096,924

剰 余 金

賞 与 引 当 金

引 当 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

預 り 金

預 り 保 証 有 価 証 券

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

欠 損 金

当 年 度 未処 理 欠 損金

欠 損 金 合 計

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

充 て る ため の 企 業債

企 業 債 合 計

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

資 本 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

充 て る ため の 企 業債

企 業 債

未 払 金

一 時 借 入 金

建設改良費等の財源に

法 定 福 利 費 引 当 金

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

引 当 金

企 業 債

引 当 金 合 計

固 定 負 債

建設改良費等の財源に
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千円 千円 千円
1 営 業 収 益
(1) 給 水 収 益 176,897
(2) 工 事 負 担 金 0 176,897

2 営 業 費 用
(1) 取 水 及 び 送 水 費 159,023
(2) 業 務 及 び 総 係 費 10,638
(3) 減 価 償 却 費 105,318
(4) 資 産 減 耗 費 2 274,981

営 業 損 失 98,084

3 営 業 外 収 益
(1) 受取利息及び配当金 4
(2) 他 会 計 補 助 金 20,848
(3) 県 補 助 金 0
(4) 長 期 前 受 金 戻 入 42,354
(5) 雑 収 益 50 63,256

4 営 業 外 費 用
(1) 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費
(2) 雑 支 出 1 20,417 42,839

経 常 損 失 55,245

5 特 別 利 益
(1) 固 定 資 産 売 却 益 1
(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1
(3) そ の 他 特 別 利 益 1 3

6 特 別 損 失
(1) 固 定 資 産 売 却 損 1
(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 1
(3) そ の 他 特 別 損 失 1 3 0

55,245
440,244

0
495,489

その他未処分利益剰余金
変 動 額
当 年 度 未 処 理 欠 損 金

令和６年度大村市工業用水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和６年４月１日から 令和７年３月３１日まで） 

20,416

当 年 度 純 損 失
前 年 度 繰 越 欠 損 金
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 182,981,385

ﾛ 184,286,709

△ 118,606,344 65,680,365

ﾊ 2,832,795,692

△ 1,412,262,129 1,420,533,563

ﾆ 1,510,671,581

△ 919,251,354 591,420,227

ﾎ 0

0 0

ﾍ 310,000

△ 294,500 15,500

ﾄ 3,040,900

△ 1,192,155 1,848,745

ﾁ 567,865,000

2,830,344,785

(2)

ｲ 2,827,000

2,827,000

2,833,171,785

2

(1) 449,722,069

(2) 83,488,359

(3) 0

(4) 2,617,291

(5) 0

535,827,719

3,368,999,504

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

令和６年度大村市工業用水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和７年３月３１日） 

土 地

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

建 物

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

資　　　産　　　の　　　部　

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

未 収 金

保 管 有 価 証 券

資 産 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

車 両 運 搬 具

ソ フ ト ウ エ ア

船 舶

貯 蔵 品

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

前 払 金
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3

(1)

ｲ 2,029,079,524

2,029,079,524

(2)

ｲ 14,171,360

14,171,360

2,043,250,884

4

(1) 0

(2)

ｲ 67,624,904

企 業 債 合 計 67,624,904

(3) 13,277,660

(4)

ｲ 1,061,000

ﾛ 218,000

1,279,000

(5) 3,264,369

(6) 0

85,445,933

5

(1) 2,224,515,911

(2) △ 1,101,901,841

1,122,614,070
3,251,310,887

6 20,000,000

7

(1)

ｲ 156,486,959

ﾛ 60,335,231

ﾊ 367,797,362

ﾆ 5,802,239

ﾎ 2,756,117

593,177,908

(2)

ｲ 495,489,291

495,489,291

97,688,617

117,688,617
3,368,999,504

企 業 債 合 計

長 期 前 受 金

他 会 計 補 助 金

負 債 合 計

資 本 金

建設改良費等の財源に
充 て る ため の 企 業債

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

資　　　本　　　の　　　部　

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金

受 贈 財 産 評 価 額

充 て る ため の 企 業債

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

引 当 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部　

建設改良費等の財源に

固 定 負 債

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

預 り 保 証 有 価 証 券

一 時 借 入 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

欠 損 金

当 年 度 未処 理 欠 損金

剰 余 金 合 計

欠 損 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

未 払 金

工 事 負 担 金
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注記 

 

  Ⅰ 重要な会計方針 

    平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

   １ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   建物          １２～３８年 

   構築物         １０～５０年 

   機械及び装置      １０～２０年 

   船舶          ５年 

   工具・器具及び備品   ５～８年 

（２） 無形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   ソフトウェア      ５年 

２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金  

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。 

（２） 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。 

（３） 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。 

   ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   令和７年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し

て１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１，７５９，

７０５千円である。 

２ 令和６年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

令和６年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金９８６千円

を取り崩すこととする。 

   （２）法定福利費引当金の取崩し  

      令和６年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金２００千円を取り崩すこととする。 

 ３ 令和７年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

令和７年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１，０６１

千円を取り崩すこととする。 

   （２）法定福利費引当金の取崩し  

      令和７年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金２１８千円を取り崩すこととする。 

 

 

  Ⅲ その他注記 

     新会計基準移行に係る経過措置 

（１）退職給付引当金に関する経過措置 

会計基準変更時差異（２０，９２０千円）については、平成２６年度に一括して費用処理

している。 

（２）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資

本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した

資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いた

すべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）

を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 
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